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機器（14.6%増）などが 2 桁のプラス成掴弩ばヰな �
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年比20％以上の伸び率となっている。半導体需要は自動
車用途をはじめ広範に拡大しており、加えてワクチン接
種進展による経済活動の正常化への期待から、今後も需
要の伸びが予測される。経済活動も回復しつつあること
から、新型コロナの影響で拡大したテレワークに使用す
るパソコンの需要の増加や、中国での自動車市場の回復
などが当初予測よりも前倒ししたことなどもあり、2021
年には世界的な半導体不足に陥っている。
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と減少したものの、2021年は同8.4％増と反転し、4 兆ド
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米国のグーグルと、シンガポール政府系投資会社テマ
セク・ホールディングス、米コンサルティング会社ベイ
ン・アンド・カンパニーの2020年11月の共同調査では、
ASEANの2025年のデジタル経済の市場規模は2020年の
1,050億ドルから3,090億ドルと約 3 倍に増加すると予想
した。

図表Ⅳ－22　 ASEAN、インドにおける日系企業のデジタル化戦
略の開始時期
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る、WTOにおけるルール形成もその試みの一環である。
中でもG20は、主要国間で共通基準を設立する有効な

手段であり、デジタル分野も主な論点である。2019年 6
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転）、③インターネット上の信頼性確保（オンライン消費
者の保護、個人情報の保護）、などに大きく分類できる。
こうした代表的なルールのFTAにおける整備状況を年
代別にまとめたのが図表Ⅳ－37である。初期のデジタル
貿易関連規定は、単にEC市場の発展を相互に確認する
程度の限定的な規律にとどまっていた。デジタル・プロ
ダクトに対する無差別待遇の確認がその例である。電子
署名やペーパーレス貿易など、ECの円滑化を促すための
規定も古くから規定されていた。しかし近年のFTAで

は、各国で台頭する規制も念頭にデジタル貿易に関する
より広範な規律を実現している。ビッグデータの利用や
SNSなどの技術発展に対応して条項が近代化したのはこ
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リズムや暗号の開示要求の禁止（第17条）や、一定の条
件下での金融サービスのサーバーの国内設置要求禁止
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れず、複数の国・地域の市場にもより容易に参入できる
ようになった。上記のいずれのルールも多国間で合意に
は至っていないものの、こうした国際ルールは断片的に
導入される各国のデジタル関連規制を調和し、デジタル
空間におけるビジネス環境は大きく改善する役割がある。

は多僧 る役う型あ膐 きる。


